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一
般
会
計
の
実
質
収
支
額
は

３
億
６
︑６
３
０
万
円

令
和
５
年
度
各
会
計
の
決
算
が
、
町
議

会
９
月
定
例
会
で
認
定
さ
れ
ま
し
た
。

令
和
５
年
度
一
般
会
計
で
は
、
歳
入
額

81
億
９
、７
６
０
万
円
、歳
出
額
が
77
億
３
、

２
３
７
万
円
で
、
翌
年
度
へ
繰
越
す
べ
き

財
源
９
、８
９
３
万
円
を
差
し
引
い
た
実

質
収
支
額
は
３
億
６
、６
３
０
万
円
の
黒

字
と
な
り
ま
し
た
。

財
政
の
健
全
化
を
示
す
指
標
の
実
質
公

債
費
比
率
は
９
・
０
%
、
将
来
負
担
比
率

は
57
・
１
%
で
、
そ
れ
ぞ
れ
基
準
と
さ
れ

て
い
る
25
・
０
%
、
３
５
０
・
０
%
を
下

回
っ
て
お
り
、
当
町
の
財
政
は
「
健
全
」

と
判
断
さ
れ
て
い
ま
す
。

地
方
交
付
税
や
補
助
金
な
ど
の

依
存
財
源
は
76
・
２
%

皆
さ
ん
か
ら
納
め
て
い
た
だ
い
た
町
民

税
や
固
定
資
産
税
な
ど
の
自
主
財
源
は
、

19
億
４
、７
７
７
万
円
で
歳
入
の
23
・
８

%
で
す
。
ま
た
、
地
方
交
付
税
や
補
助
金

な
ど
の
依
存
財
源
は
、
62
億
４
、９
８
３

万
円
で
、
歳
入
の
76
・
２
%
を
占
め
て
い

ま
す
。

２
年
連
続
の

大
雨
災
害
対
応
に
17
億
円
以
上

予
算
の
主
な
使
い
み
ち
に
つ
い
て
は
、

２
年
連
続
の
大
雨
災
害
対
応
︵
繰
越
事
業

含
む
︶
と
し
て
、災
害
復
旧
事
業
︵
農
地・

農
業
用
施
設
、
林
道
施
設
、
道
路
・
河
川

な
ど
︶
や
災
害
廃
棄
物
運
搬
処
分
業
務
、

道
路
清
掃
業
務
、
災
害
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
セ

ン
タ
ー
設
置
、
被
災
住
宅
応
急
修
理
等
な

ど
に
17
億
３
、６
４
１
万
円
、
防
災
備
蓄

倉
庫
建
設
事
業
に
６
、３
３
１
万
円
、
消

防
団
の
小
型
動
力
ポ
ン
プ
積
載
車
購
入
事

業
に
２
、７
１
７
万
円
、
町
道
の
整
備
事

業
に
４
、７
３
４
万
円
、
除
雪
事
業
に
７
、

７
２
０
万
円
な
ど
と
な
っ
て
い
ま
す
。

こ
の
他
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染

症
対
策
・
物
価
高
騰
対
策
と
し
て
、
ワ
ク

チ
ン
接
種
対
策
事
業
３
、７
３
５
万
円
、

臨
時
交
付
金
を
活
用
し
、
非
課
税
世
帯
等

へ
の
給
付
金
支
給
１
億
６
、８
６
４
万
円
、

オ
ー
ル
五
城
目
生
活
応
援
商
品
券
事
業
１

億
３
、４
１
２
万
円
、
県
補
助
と
あ
わ
せ

て
非
課
税
世
帯
の
灯
油
購
入
費
支
援
１
、

０
２
４
万
円
な
ど
、
経
常
経
費
の
削
減
に

努
め
な
が
ら
各
種
事
業
を
実
施
し
ま
し

た
。各

特
別
会
計
は
黒
字
決
算

こ
の
ほ
か
、
４
つ
の
特
別
会
計
も
黒
字

決
算
と
な
り
ま
し
た
。水
道
事
業
会
計
は
、

給
水
人
口
の
減
少
な
ど
に
よ
り
、
当
年
度

純
損
失
の
額
は
３
、４
３
８
万
円
と
な
り

ま
し
た
。

ま
た
、
令
和
３
年
度
か
ら
地
方
公
営
企

業
法
適
用
の
会
計
基
準
に
移
行
し
、
３
年

度
目
と
な
る
下
水
道
事
業
会
計
で
は
、
当

年
度
純
利
益
７
５
４
万
円
の
決
算
と
な
っ

て
い
ま
す
。

７
月
大
雨
災
害
の

災
害
対
応
事
業
な
ど
に

77
億
３
︑２
３
７
万
円

健全化判断比率 決算比率 早期健全化基準
実 質 赤 字 比 率 ー 15.0㌫
連結実質赤字比率 ー 20.0㌫
実質公債費比率 9.0㌫ 25.0㌫
将 来 負 担 比 率 57.1㌫ 350.0㌫

⃝実 質 赤 字 比 率　一般会計等を対象とした実質赤字の
標準財政規模に対する比率。

⃝連結実質赤字比率　�全会計を対象とした実質赤字（また
は資金不足額）の標準財政規模に対
する比率。

⃝実質公債費比率　一般会計等の標準的な収入に対する
負債返済の割合。

⃝将 来 負 担 比 率　一般会計等の標準的な収入に対する
将来負担すべき全債務の割合。

令和５年度
一般会計
決算報告

防災備蓄倉庫を整備。

廣徳寺橋の復旧など、災害復旧事業に多くの経費を
支出。

予算の主な使いみち（令和５年度）

町税
7億2,377万円
（8.8％）

地方交付税
32億9,543万円
（40.2％）

自主財源
（23.8%）

依存財源
（76.2%）

地方譲与税
8,847万円
（1.1％）

使用料・手数料
5,503万円（0.7％）

財産収入
1,553万円（0.2％）

寄付金
7,399万円（0.9％）

分担金・負担金
1,475万円（0.2％）その他

2,488万円（0.3％）

繰入金
7億1,089万円
（8.7％） 繰越金

2億3,050万円
（2.8％）

諸収入
1億2,331万円
（1.5％）

国庫支出金
15億5,506万円
（19.0％）

県支出金
5億7,731万円
（7.0％）

地方消費税交付金
2億1,238万円
（2.6％）

町債
4億9,630万円
（6.0％）

扶助費
9億7,040万円
（12.6％）

人件費
11億7,907万円
（15.2％）

普通建設事業費
5億315万円
（6.5％）

災害復旧事業費
11億7,672万円
（15.2％）

公債費
5億7,804万円
（7.5％）

補助費等
10億5,259万円
（13.6％）

繰出金
4億3,827万円
（5.7％）

物件費
11億4,662万円
（14.8％）

維持補修費
3億749万円
（4.0％）

積立金
2億4,593万円

（3.2％）

投資出資貸付金
1億3,409万円

（1.7％）

義務的経費
（35.3％）

投資的経費
（21.7％）

その他
（43.0％）

一般会計の歳入一般会計の歳出

81億
9,760万円

77億
3,237万円

特 別 会 計 決 算
会計 歳入 歳出

国 民 健 康 保 険 11億7,529万円 11億4,279万円

後期高齢者医療 1億4,637万円 1億4,626万円

介 護 保 険
保険事業勘定 20億9,374万円 19億9,770万円

介護サービス事業勘定 563万円 563万円

障 害 認 定 事 業 439万円 324万円

水 道 事 業 会 計
区分 収入 支出

収 益 的 収 支 2億1,448万円 2億4,886万円

資 本 的 収 支 7,496万円 1億6,213万円

下 水 道 事 業 会 計
区分 収入 支出

収 益 的 収 支 2億8,930万円 2億8,038万円

資 本 的 収 支 9,894万円 2億1,426万円

▶災害対応事業�･････････････････････････17億3,641万円
（以下、主なもの）
①災害復旧事業�･･･････････････････････11億7,672万円
　　�大雨災害の農地・農業用施設、林道施設、道路・河
川などの災害復旧事業を実施。

②災害廃棄物運搬処分業務�･･････････････１億3,381万円
　　�旧五城目小学校跡地などの仮置場設置、災害廃棄物
の処分を実施。

③道路清掃業務等�･･････････････････････１億2,453万円
　　道路や側溝に堆積した汚泥処理、清掃等を実施。

④被災住宅応急修理等�･･････････････････１億3,685万円
　　�災害救助法の適用により、被害住宅の応急修理等を
実施。

▶防災備蓄倉庫建設事業�･･････････････････････6,331万円
　災害時の長期避難などに必要な資機材等を備蓄してお
くための倉庫を整備。

▶小型動力ポンプ積載車購入事業�･･････････････2,717万円
　消防団の小型動力ポンプ付積載車４台を更新。

▶物価高騰対策事業等�････････････････････３億2,728万円
　非課税世帯等への給付金支給、オール五城目生活応援
商品券の発行、燃料代支援などを実施。


